
1．監督者の指示があるまでは、問題を見ないこと。

2．問題は声を出して読まないこと。

3．問題は15ページ、Ⅰ 、Ⅱ 、Ⅲ 、Ⅳ の4題からなっている。

4．問題や解答用紙に落丁、乱丁、汚損あるいは印刷不鮮明の箇所などがあれば、手

をあげて監督者に申し出ること。ただし、内容に関する質問は受けつけない。

5．解答は必ず黒色鉛筆を使用し、解答用紙に記入すること。

6．解答はマーク・シートと記述式に分かれているので、注意すること。

7．訂正箇所は、消しゴムで完全に消すこと。

8．解答に関係のない符号（？ など）は記入しないこと。

9．解答用紙を折ったり汚したりしないこと。
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Ⅰ 次の文章を読んで、下記の問に答えなさい。

17世紀から18世紀にかけてイギリス、アメリカ、フランスで市民革命が起こり、

近世の専制政治から広く市民が政治に参加する近代的な民主政へと移行した。そ

れに伴い、人々の基本的人権を尊重する新しい政治原理やシステムが形成される

ようになるが、そこで従来の 1 説に代わり市民革命期を支えた思想が
①
社

会契約説であった。このような近代民主主義の展開過程で、自由権や平等権、参

政権の保障が確立されるようになり、さらに20世紀に入ると 2 権が保障

されるようになるのである。

日本では、大日本帝国憲法に人権保障の規定が置かれていたが、「 3 」

の権利として法律の範囲内で保障されるに過ぎなかった。これに対して日本国憲

法では、人権が「人類の多年にわたる自由獲得の努力の成果」であって、「侵す

ことのできない 4 の権利」であるとされている。

2021年12月、アメリカ合衆国のジョー・バイデン大統領は、世界の多くの国々

の首脳に呼びかけて、オンライン上で「民主主義サミット」を開催した。そこで

は「世界には強権的な政治スタイルをとり市民の権利を制限している非民主的な

国や地域がある」として、自由や人権といった価値観を重視し、民主主義をどの

ように守るかについて意見交換が行われた。世界では、 5 の自由・経済

の自由・人身の自由に分類される自由権がいずれも保障されず、人々が政府によ

って弾圧されている国や地域が多数存在する。そうした所では、
②
公正な裁判を受

ける権利や刑事被告人の権利が保障されず、また、日本国憲法に定められている

ような、公務員の不法行為によって被った損害に対する Ａ 請求権（第17

条）や刑事補償請求権（第40条）などの請求権が認められていない。

もちろん、私たちも日本国憲法があるからといって安心してはいけない。憲法

第12条では「この憲法が国民に保障する自由及び権利は、国民の 6 の努

力によつて、これを保持しなければならない」とされている。また、社会や経済

の変化に伴って、
③
新しい人権と呼ばれる権利も主張されるようになるなど、人権

保障のあり方も常に変化することを認識する必要がある。
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〔問1〕 文中の空欄 1 ～ 6 に入る最も適切な語句を下記の語群

ア～ツから選び、解答欄の該当する記号をマークしなさい。

ア 精神 イ 臣民

ウ 職業選択 エ 住民

オ 普段 カ 不断

キ 夜警国家 ク 外面

ケ 王権神授 コ 一心不乱

サ 平等 シ 皇民

ス 国家征服 セ 個人

ソ 契約締結 タ 社会

チ 永久 ツ 絶対

〔問2〕 文中の下線部①に関連して、社会契約説をとなえたロックについて正し

く説明したものは以下のどれか。最も適切なものを選び、解答欄の該当す

る記号をマークしなさい。

ア 自然状態を「万人の万人に対する闘争状態」と考えた。

イ 主権者にあらゆる自然権を譲渡し、全能の権力を与えるとした。

ウ 自由と平和を取り戻すために各人は契約を結び、自然権を社会全体に

譲渡し、一般意志に基づく統治をするとした。

エ 政府が人民の信託に反して自然権を侵害した場合、人民はその政府に

抵抗して権力を打倒することができるとした。
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〔問3〕 文中の下線部②に関連して、日本国憲法の下での公正な裁判を受ける権

利や刑事被告人の権利についての説明として明らかに間違っているものは

以下のどれか。1つを選び、解答欄の該当する記号をマークしなさい。

ア いかなる奴隷的拘束も受けず、また、犯罪による処罰の場合を除き、

その意に反する苦役に服させられない。

イ 刑罰を科すには、法律で定めた適正な手続きによらなければならない。

ウ 犯行時に刑罰を科す法律がない行為でも、後から制定した法律によっ

てさかのぼって処罰することができる。

エ 裁判で無罪が確定した事件において、その被告人については、再び同

じ事件で刑事裁判をすることはできない。

〔問4〕 文中の下線部③に関連して、日本における新しい人権について正しく説

明したものは以下のどれか。最も適切なものを選び、解答欄の該当する記

号をマークしなさい。

ア 環境権は、高度経済成長に伴い主張されるようになり、関連する静穏

権、嫌煙権なども含めて、最高裁判所の判決によって人権として認めら

れるようになった。

イ 知る権利は、情報公開法において「知る権利」として明記されており、

国や地方公共団体だけでなく民間企業の保有する情報も同法の適用対象

となっている。

ウ プライバシーの権利は、高度情報社会の展開に伴い主張されるように

なり、2000年代の裁判所の判決によって初めて人権として認められるよ

うになった。

エ 自己に関する情報をコントロールする権利は、個人情報保護法などに

おいて権利として規定され、国や地方公共団体だけでなく民間企業の保

有する個人情報も法律上の適用対象となっている。

〔問5〕 文中の空欄 Ａ に入る最も適切な語句を漢字4文字で解答欄に記

入しなさい。
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次のページに進みなさい。
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Ⅱ 次の文章を読んで、下記の問に答えなさい。

大日本帝国憲法下の日本では、帝国議会は、貴族院と衆議院から構成され、天

皇の立法権を 1 する機関と位置づけられていた。これに対して日本国憲

法第41条では、国会は「 2 の最高機関」と位置づけられるとともに、

「
①
唯一の立法機関」とされている。

日本国憲法下では、国会は、衆議院と参議院から構成され、その種類には常会

（第52条）、臨時会（第53条）、特別会（第54条第1項）があり、また、衆議院の

解散中に内閣の求めにより参議院が開く 3 （第54条第2項）がある。国

会の議決は両議院一致の議決によることが原則であるが、両議院の議決が一致し

ない場合に備えて、両院協議会の仕組みや
②
衆議院の優越が日本国憲法に規定され

ている。

法律案は、通常まず
③
委員会で審議され、その後に本会議で採決される。さらに、

各議院は調査を行い、そのために証人の出頭などを要求する Ａ 権を有す

ることが規定されている（第62条）。国会議員は、給与にあたるものとして、「国

庫から相当額の 4 を受ける」（第49条）ものとされ、国会の会期中は逮

捕されない不逮捕特権（第50条）や 5 で行った演説や討論について刑事

・民事などの責任を問われない免責特権（第51条）が保障されている。

国会で審議される法律案の多くは内閣提出法案であり、その法律案の作成には

中央省庁の官僚機構が大きな役割をはたしている。これに対して、国会における

政治家による議論を活性化するため国会審議活性化法が1999年に制定された。そ

れに基づき、官僚が国会で答弁する 6 制度が廃止された。
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〔問1〕 文中の空欄 1 ～ 6 に入る最も適切な語句を下記の語群

ア～ツから選び、解答欄の該当する記号をマークしなさい。

ア 政府委員 イ 世論

ウ 年俸 エ 院外

オ 秘密会 カ 協賛

キ 立法権 ク 輔弼

ケ 緊急集会 コ 歳費

サ 大臣政務官 シ 臨時集会

ス 三権 セ 総攬

ソ 成果 タ 副大臣

チ 国権 ツ 議院

〔問2〕 文中の下線部①に関連して、日本国憲法が定める、国会以外の機関が制

定する法規範についての説明として明らかに間違っているものは以下のど

れか。1つを選び、解答欄の該当する記号をマークしなさい。

ア 内閣総理大臣は、日本国憲法及び法律の規定を実施するために、政令

を制定することができる。

イ 地方公共団体は、法律の範囲内で条例を制定することができる。

ウ 最高裁判所は、裁判所の内部規律や司法事務処理に関する事項などに

ついて、規則を制定することができる。

エ 両議院は、各々その会議その他の手続及び内部の規律に関する規則を

制定することができる。
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〔問3〕 文中の下線部②について正しく説明したものは以下のどれか。最も適切

なものを選び、解答欄の該当する記号をマークしなさい。

ア 法律案の議決で、衆議院と参議院で異なった議決をした場合、衆議院

で出席議員の2分の1以上の賛成で再可決すると法律となる。

イ 予算の議決で、参議院が衆議院と異なった議決をし、両院協議会でも

意見が一致しなかった場合、衆議院の議決が国会の議決となる。

ウ 条約の承認で、衆議院の議決後、参議院が10日以内に議決しない場合、

衆議院の議決が国会の議決となる。

エ 内閣総理大臣の指名で、衆議院の議決後、参議院が30日以内に議決し

ない場合、衆議院の議決が国会の議決となる。

〔問4〕 文中の下線部③に関連して、両議院の委員会制度について正しく説明し

たものは以下のどれか。最も適切なものを選び、解答欄の該当する記号を

マークしなさい。

ア 委員会の議事は、その委員会に所属する委員の員数の過半数によりこ

れを決することになっている。

イ 各議院に設置される委員会には、17の常設の常任委員会と、必要に応

じて設置される特別委員会がある。

ウ 委員会において、利害関係者や学識経験者の意見を聞く公聴会は、す

べての法案審議において一回は開くことが義務づけられている。

エ 党首討論が開催される委員会は、両議院が特別に合同で開く予算委員

会である。

〔問5〕 文中の空欄 Ａ に入る最も適切な語句を漢字4文字で解答欄に記

入しなさい。
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次のページに進みなさい。
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Ⅲ 次の文章を読んで、下記の問に答えなさい。

現在、経済社会において資金の融通の仲介をしているのが金融機関である。資

金の融通には、企業などが必要な資金を金融機関から借り入れて調達する方法と、

必要な資金を 1 や社債などを発行して市場から調達する方法がある。か

つて高度経済成長期には、日本の法人企業の外部資金の調達は 2 金融が

中心であったが、近年は変わりつつある。

金融機関の一つである銀行は、預金業務、貸出業務のほか、資金の決済に関わ

る 3 業務などを行う。また銀行は、顧客と預金・貸付の業務を繰り返す

ことにより、当初の預金の何倍もの資金供給を発生させる。この仕組みを
①
信用創

造という。日本の中央銀行である日本銀行は、唯一の発券銀行であり、銀行の銀

行、政府の銀行としての役割を持つとともに政府から独立して
②
金融政策を行って

いる。

もっとも、こうした金融システムは、一国だけでは完結しない。かつて1980年

代から1990年代にかけての経済のグローバル化などを背景に、各国で
③
金融自由化

が進んだ。なかでも1990年代半ば以降、「フリー・フェア・グローバル」を掲げ

て橋本内閣が進めた改革は日本版金融 4 と言われた。

また1990年代前半には、円高ドル安が進み、日本企業がアジアなど海外に生産

拠点を移す動きが活発化した。さらに1990年代後半には、消費税率引き上げによ

って国内需要が低迷するなどの悪条件が重なり、継続的に物価が下落する

5 の状態に陥った。その対策として、日本銀行は従来の金融政策にはな

いゼロ金利政策や 6 緩和政策などを試みた。その後、2008年のリーマン

・ショックによる世界的不況に翻弄された時期を経て、2013年からは物価上昇率

を年率2％に誘導することを目標とするインフレ・ Ａ 政策を導入した。
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〔問1〕 文中の空欄 1 ～ 6 に入る最も適切な語句を下記の語群

ア～ツから選び、解答欄の該当する記号をマークしなさい。

ア デフレーション イ 高度成長

ウ 公的 エ イノベーション

オ 国債 カ 調節

キ 間接 ク 量的

ケ 株式 コ イニシアティブ

サ 紙幣 シ ビッグバン

ス 質的 セ 直接

ソ 需要 タ 為替

チ リフレーション ツ スタグフレーション

〔問2〕 文中の下線部①に関連して、当初の預金額を100万円、支払準備率を

5％とした場合、そこから理論的に生じる信用創造額として正しいものは

以下のどれか。最も適切なものを選び、解答欄の該当する記号をマークし

なさい。

ア 2000万円 イ 1900万円

ウ 950万円 エ 95万円

〔問3〕 文中の下線部②に関連して、日本銀行が不況時の対策として行う金融政

策について正しく説明したものは以下のどれか。最も適切なものを選び、

解答欄の該当する記号をマークしなさい。

ア 政策金利を引き上げる。

イ 預金準備率を引き上げる。

ウ 市中から国債を大量に買う。

エ 消費税率を引き下げる。
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〔問4〕 文中の下線部③に関連して、1990年代の日本の金融自由化の説明として

明らかに間違っているものは以下のどれか。1つを選び、解答欄の該当す

る記号をマークしなさい。

ア 郵政三事業を民営化した。

イ 銀行・証券・保険の相互参入を認めた。

ウ 金融持ち株会社を解禁した。

エ 外国為替取引を完全に自由化した。

〔問5〕 文中の空欄 Ａ に入る最も適切な語句をカタカナ5文字で解答欄

に記入しなさい。
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次のページに進みなさい。

＊＊12



Ⅳ 次の文章を読んで、下記の問に答えなさい。

産業革命以後、国家間の貿易取引が次第に拡大していった。19世紀前半には、

イギリスの経済学者 1 は比較生産費説を主張して、「各国が自国にとっ

て比較的優位な生産物に特化して取引しあえば、それぞれの国が利益をあげられ

る」と説き、自由貿易の拡大を促した。これに対して、 2 の経済学者リ

ストは経済発展段階説を主張し、「経済発展の遅れている国は、自国の産業発展

を促すためには外国からの優れた製品の輸入を制限して、自国の幼稚産業を育成

する必要がある」と説き、保護貿易の必要性を主張した。

1929年に起こった世界恐慌への対応で主要国がブロック経済を形成した。この

結果として第二次世界大戦が引き起こされたとする反省から、いくつかの合意が

なされた。その一つが、為替秩序の形成と維持などは 3 中心に行い、自

由貿易の促進は 4 のもとで各国が協議しながら発展させるとするブレト

ン・ウッズ体制である。この体制は、1971年にアメリカ合衆国のニクソン大統領

が金とドルとの交換を停止したことによってその一部が崩れ、さらに1990年代に

は 4 にかわってＷＴＯが設立されるなど、大きく変化した。

日本では、1949年、第二次世界大戦後のインフレ経済を収束させるために実施

されたドッジ・ラインで、単一為替レートが1ドル＝ 5 円とされた。

1951年にサンフランシスコ平和条約が締結され独立を回復した日本は、翌年に

3 に加盟、さらに1955年には 4 に加盟した。そして、1950年代

後半からの高度経済成長によって、1960年代には保護対象国から自由貿易国の扱

いになるとともに、先進国の経済協力の組織である 6 に加盟して、先進

国の一員となった。

日本の
①
国際収支を見ると、1960年代後半に貿易収支の黒字、長期資本収支の赤

字という国際収支の基本構造が形成された。しかしその後、貿易収支は大幅な黒

字となり、しばしば各国と
②
貿易摩擦を引き起こしてきた。また近年は、急速にグ

ローバル化が進んだ結果、
③
各国との経済的な関わりが多様になっている。日本は、

2005年に初めて第一次所得収支の黒字額が貿易収支の黒字額を上回るようになっ

た。その後、2011年以降の一時期は、東日本大震災などの影響を受け、貿易収支
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は赤字となり、財務省及び日本銀行が他国への支払いのために用意している資産

で直ちに利用可能なものである Ａ の額も減少傾向となった。

〔問1〕 文中の空欄 1 ～ 6 に入る最も適切な語句・数字を下記

の語群ア～ツから選び、解答欄の該当する記号をマークしなさい。

ア エンゲルス イ ドイツ

ウ 360 エ 180

オ フランス カ オーストリア

キ ＩＭＦ ク ＮＡＴＯ

ケ ＩＴＯ コ ＯＰＥＣ

サ 120 シ ＧＡＴＴ

ス マルクス セ ＲＣＥＰ

ソ ＵＮＤＰ タ ＯＥＣＤ

チ リカード ツ ＷＨＯ

〔問2〕 文中の下線部①に関連して、次の表は2020年の日本の国際収支の概数で

ある。この年の経常収支の概数として正しいものは以下のどれか。最も適

切なものを選び、解答欄の該当する記号をマークしなさい。

貿易収支 2兆7000億円
サービス収支 －3兆6000億円
第一次所得収支 19兆1000億円
第二次所得収支 －2兆5000億円
資本移転等収支 －2000億円
金融収支 13兆8000億円

ア マイナス9000億円 イ プラス12兆9000億円

ウ プラス15兆7000億円 エ プラス26兆6000億円

オ プラス29兆3000億円 カ プラス31兆8000億円
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〔問3〕 文中の下線部②に関連して、次の対象品目ⅰ～ⅲについて、戦後の日米

貿易摩擦で、対象品目として初めて挙げられた時期を古いものから順番に

正しく並べたものは以下のどれか。最も適切なものを選び、解答欄の該当

する記号をマークしなさい。

ⅰ 半導体 ⅱ 鉄鋼 ⅲ 繊維

ア ⅰ → ⅱ → ⅲ イ ⅰ → ⅲ → ⅱ

ウ ⅱ → ⅰ → ⅲ エ ⅱ → ⅲ → ⅰ

オ ⅲ → ⅰ → ⅱ カ ⅲ → ⅱ → ⅰ

〔問4〕 文中の下線部③に関連して、近年の日本と各国との経済的な関わりにつ

いて正しく説明したものは以下のどれか。最も適切なものを選び、解答欄

の該当する記号をマークしなさい。

ア 日本とＥＵとのＥＰＡが発効して、ＥＵからワインやチーズなどが従

来よりも安価で輸入されるようになった。

イ 環太平洋パートナーシップ（ＴＰＰ11）協定は、日本やアメリカなど

太平洋周辺の11か国で締結され発効した。

ウ 1960年代から活動してきたアジアインフラ投資銀行（ＡＩＩＢ）は、

中国が設立を主導し、日本も参加している。

エ アジア太平洋経済協力（ＡＰＥＣ）は、日本政府の提言から始まり、

開かれた地域的な経済協力をめざしている。

〔問5〕 文中の空欄 Ａ に入る最も適切な語句を漢字4文字で解答欄に記

入しなさい。
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